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地層処分技術に関する研究開発報告会
－平成17年取りまとめの公表と今後の研究開発の方向性－

平成17年9月22日 星陵会館

核燃料サイクル開発機構 東海事業所 処分研究部

油井 三和

分冊２

工学技術の開発

1

工学技術の開発 目標と研究開発課題

地層処分システムの
長期挙動の理解

実際の地質環境への
地層処分技術の

適用性確認

研究開発目標

研究開発課題

③人工バリア等の工学技術の検証

②人工バリア等の
長期複合挙動に関する研究

④設計手法の適用性確認

処分技術の信頼性向上

安全評価手法の高度化

①人工バリアの基本特性
データベースの整備

地層処分システムの
長期挙動の理解

②人工バリア等の
長期複合挙動に関する研究

①人工バリアの基本特性
データベースの整備

深地層の科学的研究

地層処分研究開発
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研究課題の処分場設計における位置付け

START

処分システムの概念

設計要件の明確化

力学的相互作用
オーバーパック

の設計
緩衝材の
設計

地質環境特性
の設定

合理的な仕様範囲の設定

人工バリア仕様例の設定

坑道断面寸法の設定

人工バリアへの
熱的影響の検討

力学的安定性
の検討

坑道離間距離と廃棄体ピッチの設定

処分場レイアウトの検討

人工バリアの埋設後の健全性評価

建設、操業、閉鎖技術の検討

安全評価によるシステム性能確認

END

人工バリアの設計

地下施設の設計

①人工バリアの
基本特性データベース④設計手法の

適用性確認
④設計手法の
適用性確認

分冊1

分冊1

分冊1
分冊1

地質環境特性
の設定

地質環境特性
の設定

地質環境特性
の設定

地質環境特性
の設定

④設計手法の
適用性確認

④設計手法の
適用性確認

②人工バリア等の
長期複合挙動の研究地質環境特性

の設定

④設計手法の
適用性確認

③人工バリア等の
工学技術の検証

①人工バリアの
基本特性データベース

3

海水系地下水条件などにおける人工バリア基本特性
データの拡充とデータベース整備

経験則からメカニズムに基づくモデル開発への移行，
数値実験手法の開発

実験や解析結果の可視化による信頼性向上

処分環境に類似したナチュラルアナログデータの拡充

深地層の研究施設などと整合した工学技術や設計手
法の整備

第2次取りまとめ以降の課題と反映先

事業・規制への反映事業・規制への反映

4
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1. 人工バリアの基本特性データベース

オーバーパックの基本特性

緩衝材の基本特性

人工バリア等の性能保証に関する
基盤情報整備

2. 人工バリア等の長期複合挙動に関す
る研究

人工バリア等の変形・変質等の長期
挙動に関する研究

⁃ 緩衝材の力学的変形挙動

⁃ 岩盤の力学変形挙動

⁃ 緩衝材の流出・侵入挙動

⁃ 人工バリアの変質・劣化挙動

熱-水-応力-化学連成挙動

人工バリア性能の維持限界条件

⁃ 緩衝材のガス透気回復挙動

⁃ 人工バリアせん断応答挙動

ナチュラルアナログ研究

分冊２・工学技術の開発 －目次－

3. 人工バリア等の工学技術の検証

閉鎖技術

低アルカリ性コンクリートの開発

4. 設計手法の適用性確認

最新の知見に基づく第2次取りまとめ設
計フローの更新

設計手法の適用事例

⁃ 堆積岩系岩盤における適用事例

⁃ 結晶質岩系岩盤における適用事例

地上からの調査段階における第2次取り
まとめの手法の適用性と留意点

5

・第2次取りまとめ；

セメントによる影響，マグネタイト
による腐食加速など，限られた
データに基づく評価

・H17取りまとめ；

数年間の長期データを含めた実
験データの拡充により，1,000年
間の腐食寿命評価の信頼性が
向上

炭素鋼の孔食係数の平均腐食深さ依存性

高pH環境において炭素鋼が不動態化して局部腐

食を生じたとしても顕著な腐食の局在化は生じない。

1. 人工バリアの基本特性データベース
－オーバーパックの基本特性－

10-1

100

101

102

103

104

10-5 10-4 10-3 10-2 10-1 100 101

種々の土壌中(Romanoff, 1989)
不均一全面腐食(石川ほか，1992)

アルカリ性環境中，孔食・すきま腐食
（Taniguchi et al., 2003）

熱帯環境中（Southwell et al., 1976)
石油タンク外面腐食(亀井，1980)

緩衝材中，スリットあり（Taniguchi et al., 2003）
緩衝材中，スリットなし（Taniguchi et al., 2003）

孔
食

係
数

平均腐食深さ ［mm］

炭素鋼オーバーパックの腐食挙動

6



JNC TN1400 2005-023

- 20 -

1. 人工バリアの基本特性データベース
－緩衝材の基本特性－

・第２次取りまとめ；

海水系地下水に対する限ら

れたデータ

・H17取りまとめ；

人工海水，幌延地下水お

よびNaCl濃度をパラメータ

とした基本特性のデータの

拡充

海水系地下水条件下での

各基本特性に関する関係

式の導出

基本特性データ集の公開

10-3

10-2

10-1

100

101

102

0.0 0.50 1.0 1.5 2.0 2.5

蒸留水

人工海水　：0.64[mol l-1]

幌延地下水：0.21[mol l-1]

NaCl水溶液 :0.20[mol l-1]

NaCl水溶液 :0.50[mol l-1]

NaCl水溶液 :0.80[mol l-1]

NaCl水溶液 :1.70[mol l-1]

NaCl水溶液 :3.42[mol l-1]

平
衡

膨
潤

応
力

[
M
Pa
]

有効粘土密度[Mg m-3]

降水系地下水

海水系地下水

【第２次取りまとめ以降】

有効粘土密度と平衡膨潤応力の関係
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・ 安全規制，処分事業へ資するための基盤情報として，処分場の構成要素ごとに

対する性能保証項目（案）の抽出・整理，課題，評価方法，評価ツールの整理。

・ 人工バリア性能確認に関わるモニタリングの考え方の整理，既存の計測項目，

計測技術に関する情報の充実。

1. 人工バリアの基本特性データベース
－人工バリア等の性能保証に関する基盤情報整備－

 

何を性能保証するのか

どのように

保証（評価）するのか

評価にあたり

今後の課題は何か

JNCにおける取り組みは

評価ツールの整備状況

最新の知見による見直し

• 処分場の長期安全性の観点から人工バリアなど
に求める性能を明確化

• 時間経過に伴なう項目の変化を考慮

• 処分場の長期安全性の観点から人工バリアなど
に求める性能を明確化

• 時間経過に伴なう項目の変化を考慮

検討のポイント

• より理想とする（実施可能なもの）評価内容を設定

• 具体的に評価方法，実験などを記述

• より理想とする（実施可能なもの）評価内容を設定

• 具体的に評価方法，実験などを記述

• 第2次取りまとめでの評価内容をベース（現状とし

て）に，本検討で設定した評価内容との差を課題
として抽出

• 第2次取りまとめでの評価内容をベース（現状とし

て）に，本検討で設定した評価内容との差を課題
として抽出

• JNCにおける取り組み状況を基本に，「実施中」，

「計画中」として整理

• 幌延の深地層の研究計画も整理

• JNCにおける取り組み状況を基本に，「実施中」，

「計画中」として整理

• 幌延の深地層の研究計画も整理

手順

• 評価を行うためのモデル，データーベースや実験
方法の整備状況

• 評価を行うためのモデル，データーベースや実験
方法の整備状況

・ 人工バリア性能への

隙間影響に関する

データ取得，人工バリ

ア搬送定置設備の要

求性能に関わる基盤

情報の整理。

性能保証に関わる検討の手順性能保証に関わる検討の手順

8
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2. 人工バリア等の長期複合挙動に関する研究
－緩衝材の力学的変形挙動－

・第2次取りまとめ；

オーバーパックの自重沈下解析を行い，
1万年後の沈下量を評価

・H17取りまとめ；
クリープモデルの比較や基本データの
拡充によるモデル，パラメータの更新

-140

-120

-100
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-60

-40

-20

0

0.1 1 10 100 1,000 10,000 100,000

ｹｰｽ1
ｹｰｽ2

沈
下

量
 
[m
m
]

経過時間 [y]

極端なケース

自重沈下解析結果
0.000

0.002

0.004

0.006

0.008

0.010

102 103 104 105 106 107 108

載荷応力1.5[MPa]

二
次

圧
密

係
数

α
 
[
-
]

経過時間 [hr]

二
次

圧
密

の
増

大
傾

向
が

1万
年

間
続

くと仮
定

（Aa） 試験結果を1万年後まで外挿

二次圧密係数の増大傾向

二次圧密係数を次の方法で設定

（ｹｰｽ1）実験の測定結果から設定 ＝0.002
（ｹｰｽ2）増大傾向を外挿して設定 ＝0.01

ベントナイト鉱床の
二次圧密係数（推定値） ＝0.001程度

（A） 試験結果から設定

9

2. 人工バリア等の長期複合挙動に関する研究
－岩盤の力学変形挙動－

・ 幌延という実際の地質環境（堆積岩）を対象とした評価手法の検証，超長期への

適用性，基本データの拡充

岩盤への内圧効果（支保工や

人工バリアからの反力）による

岩盤の長期変形挙動の抑制。

岩盤の強度・透水性の自己回

復特性に関する知見の整備。

幌延の地質環境（力学特性，

地下水化学，偏圧下）における，

ニアフィールドの力学的長期

安定性の確認。

さらに，

地圧現象に関するデータに基

づく岩盤クリープモデル（大久

保モデル）の適用性確認。

緩衝材の応力状態（1万年間）

0.0

0.2

0.4

0.6

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

（σ1+σ3）/2 [MPa]

（
σ

1
-
σ

3
）
/
2

[M
P
a]

第２次取りまとめ

幌延深度450m
破壊接近度＝１

10
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2. 人工バリア等の長期複合挙動に関する研究
－緩衝材の流出・侵入挙動－

非破壊検査による侵入密度分布の把握

0

0.5

1

1.5

2

60 40 20 0 20 40 60

0day
2day
7day
15day
44day

乾
燥

密
度

 
[
Mg
/
m3
]

距離 [mm]

・第2次取りまとめ；

実験データに基づく経験則による評価

・H17取りまとめ；

第2次取りまとめでは，得られてい

なかった緩衝材の亀裂侵入密度

のデータをX線CTを用いて取得

拡散モデルによる適用性確認

海水系地下水では降水系地下水

に比べ緩衝材侵入は，顕著でない

ことを確認

11

・緩衝材の長期安定性評価に関するフローを作成して，温度，炭素鋼との相互作用，
セメントとの相互作用の3つの影響について長期安定性を概略的評価。

各変質現象に対する現状で
の理解の整理と発生可能性
の検討

緩衝材性能への影響の検討
処分システムおよび緩衝材の
設計による発生の回避

シナリオの排除

OK

影響が無視
できない or
判断が困難

発生可能性が高い 発生
可能性が低い

顕著な影響
は無さそう

・発生可能性に関する情報整備 or
・発生を仮定した際の緩衝材性能へ
のインパクトの評価

判断が困難

変質の進展に伴う性能変化
に関する情報整備

変質の進展を推定する
手法の整備

回避可能

回避不可能

緩衝材の変質を考慮した安全評価

処分環境で発生する可能性のある緩衝材変質過程（変質シナリオ）の列挙

各変質現象に対する現状で
の理解の整理と発生可能性
の検討

緩衝材性能への影響の検討
処分システムおよび緩衝材の
設計による発生の回避

シナリオの排除

OK

影響が無視
できない or
判断が困難

発生可能性が高い 発生
可能性が低い

顕著な影響
は無さそう

・発生可能性に関する情報整備 or
・発生を仮定した際の緩衝材性能へ
のインパクトの評価

判断が困難

変質の進展に伴う性能変化
に関する情報整備

変質の進展を推定する
手法の整備

回避可能

回避不可能

緩衝材の変質を考慮した安全評価

処分環境で発生する可能性のある緩衝材変質過程（変質シナリオ）の列挙

緩衝材の長期安定性評価と安全評価上の取扱に関するフロー

2. 人工バリア等の長期複合挙動に関する研究
－人工バリアの変質・劣化挙動－ 12
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2. 人工バリア等の長期複合挙動に関する研究
－熱-水-応力-化学連成挙動－

・第2次取りまとめ；
熱-水-応力連成解析による評価

・H17取りまとめ；
熱-水-応力解析コードに，化学現象を
組み込んだプロトタイプ・コードを構築

室内連成試験による，熱-水-応力-化
学連成モデルの一部検証

180日後のpH分布

室内連成試験結果と予備解析結果の比較例

7

8

9

10

11

12

13

0.00 0.05 0.10 0.15 0.20

THMC連成解析結果

COUPLEの実験結果

中心ヒーター壁面からの距離 [m]

緩衝材領域 モルタル領域

第2次取りまとめとプロトタイプ・コードによる解析結果の比較

プロトタイプ・コードによる、塩の
蓄積に関する解析，国際共研
（DECOVALEX）を活用したユッカ
マウンテンの坑道規模加熱試験
に対する検証解析、第2次取りま
とめの処分場レイアウトを用いた
熱-水-化学連成解析を実施

第2次取りまとめにおける緩衝材
の最高温度，再冠水時間やpH
の解析結果の妥当性を確認

8.98.4人工バリア定置後1,000年
の緩衝材間隙水pH

20年50年以下緩衝材の再冠水時間

90℃82℃～98℃緩衝材の最高温度

プロトタイプ・コード
による解析結果

第2次

取りまとめ

解析結果

○ 実験結果

13

2. 人工バリア等の長期複合挙動に関する研究
－緩衝材のガス透気回復挙動－

ガス供給19日後 ガス供給77日後 ガス供給96日後

ガス移行試験容器

X線CTスキャナの概観

初期状態とガス供給後のCT値の差画像

リング状に現れた
局部的な変化領
域（選択的移行経
路の形成）

・第2次取りまとめ；

ガス圧力の測定データに基づく評価

・H17取りまとめ；

緩衝材中のガス移行メカニズムを把握する

ために，X線CT法の適用可能性を確認

選択的移行経路の形成によるガス移行挙

動の確認

14
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0.001

0.01

0.1

1
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100

1 10 100 1,000 10,000

埋設期間　[年]

腐
食

量
　

[m
m

]

鉄製埋蔵物（斧，やじり，刀など）

鋳鉄製水道管腐食事例

水道管黒鉛化腐食事例

横浜市鋳鉄管

還元性環境での室内試験結果

文献値(Araki et al., 1989)

第2次取りまとめ評価

室内試験

第2次取りまとめにおける
1,000年間の腐食量評価値

出雲大社境内遺跡（鉄斧）
[弱酸化性～還元性環境]

出雲大社境内遺跡（鉄帯等）
[酸化性環境]

2. 人工バリア等の長期複合挙動に関する研究
－ナチュラルアナログ研究－

・ 第2次取りまとめで想

定された1,000年後

の腐食量評価の保守

性を事例的に確認

鉄遺物の腐食量

・ 考古学試料の研究により、鉄の長期腐食挙動について，第2次取りまとめ段階では

データがほとんど存在しなかった1,000年規模の弱酸化性から還元性環境での腐食

速度事例データを取得

（鉄斧の出土品）

15

•第2次取りまとめ；

結晶質岩系岩盤での粘土プラグ

の施工の実証および降水系地下

水条件下での埋め戻し材仕様の

提示

•H17取りまとめ；

データの拡充によるシーリングに

関する評価手法の体系化

結晶質岩系岩盤におけるプラグ

性能の提示

海水系地下水条件における埋め

戻し材の適用性に関わる基本

データの拡充

シナリオ分析による閉

鎖性能評価のための手法開発

3. 人工バリア等の工学技術の検証
－閉鎖技術－

原位置試験閉鎖要素 3次元トレーサ解析結果

（トレーサ濃度分布100日後）

トレーサは掘削影響領域を選択的に
移行していることが示されている。

粘土プラグ

岩盤

埋め戻し層

吹付け層

掘削影響領域

坑道

ト
レ
ー
サ
ー

16
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14

0 20 40 60

浸漬期間[d]

pH

HFSC424粉体,20℃浸漬

HFSC424粉体,65℃浸漬

HFSC226粉体,20℃浸漬

HFSC226粉体,65℃浸漬

HFSCを用いたペースト粉体の
浸漬試験によるpH変化

3. 人工バリア等の工学技術の検証
－低アルカリ性コンクリートの開発－

吹付けコンクリートの模擬施工状況

•第2次取りまとめ；

普通セメントによる地下水のpH上昇を抑制するため低アルカリ性セメント（HFSC）

の使用を推奨

•H17取りまとめ；

HFSCの流動性・強度特性など、施工上問題ないことを確認

pHの低下挙動のデータ取得・モデル開発とpH目標達成についての見通し

17

• 第2次取りまとめ；

サイトを特定しない地質環境条件の設定

• H17取りまとめ；

地下研サイト周辺のボーリングデータに基づき熱特性，力学特性，地下水化学特性
及び水理特性を設定

第2次取りまとめにおける

処分場全体設計フローの
現実的な見直し。

第2次取りまとめにおける

人工バリア設計の考え方
は，適用可能。

第2次取りまとめにおける

空洞の安定性評価指標に
ついて，実際の地質環境
条件に基づく見直し（支保
工の現実的設定のため）
を実施（右表）。

第2次取りまとめの

考え方（左記）は，
情報化施工のため
の指標

桜井・足立（1988）による限

界ひずみと弾性係数の関
係で示されている中央値を
上回る領域が対策工により
改良可能な範囲であること。

変形（岩
盤の直ひ
ずみ及び
最大せん
断ひずみ）

塑性領域が対策工
により改良可能な
範囲であること。

局所安全率1.5を下回る領

域が対策工により改良可能
な範囲であること。

応力状態

許容応力度以内許容応力度以内支保工の
応力

幌延の深地層の
研究施設

第2次取りまとめ指 標

4. 設計手法の適用性確認（1）
－幌延における地質環境条件の設定と設計手法の適用性－ 18
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4. 設計手法の適用性確認（2）
－地上からの調査段階における留意点－

地質環境調査

施設設計

人工バリア設計

閉鎖設計

地上からの調査段階における留意点について，地質環境調査，施設設計，人工バリア
設計，閉鎖設計などの観点から整理

力学特性の調査では，コンクリート支保工の使用可否，材料仕様に応じて空洞や
処分孔が安定する地質環境が分布するか否か調査が必要
割れ目などが比較的少ない岩盤の分布調査
地下水化学データに関する熱力学的解析による補正

設計の随時更新のための情報化施工の採用
支保工材料等に関する制約条件の明確化と二重支保に関する適用性の検討

影響の大きい設計因子の抽出と設計手法の合理化
地質環境条件と安全機能との関係の整理（例えば，緩衝材の流出，コロイド影響，
セメント影響等に関する重要性の把握）

海水系地下水条件における埋め戻し材のシーリング性能の明確化

19

人工バリア等の基本特性や長期挙動に関する
データの拡充とデータベース整備

個別現象や複合挙動に関するモデルの更新

現象の可視化によるメカニズム理解

1,000年規模の考古学的鉄製品に関する

ナチュラルアナログデータの取得

閉鎖技術の検証と閉鎖性能の評価

実際の地質環境における試設計と地上からの
調査段階における留意点の整理

工学技術の開発 －まとめと今後の課題－

基礎データの拡充と設計評価手法の信頼性の向上

最新の知見に基づく設計手法やデータベースの恒常的な更新，ならびに
知識ベースの構築

深地層の研究施設計画と連携した設計手法の適用性確認

今後の課題

海水系等を中心とした

現象理解の向上

現象理解の向上と評価

モデルの信頼性向上

設計手法の適用性確認

閉鎖等の個別要素技術

の強化

20




